
　議案第１２号　　

令 和 ８ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 令和８年度上越市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　給水戸数 戸

（２） 　年間給水量 ｍ
3

（３） 　一日平均給水量 ｍ
3

（４） 　年間用水供給量 ｍ
3

（５） 　一日平均供給量 ｍ
3

（６） 　主要な建設改良工事

　　イ.本支管布設及び改良工事 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第６項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額２，１７２，２８８千円は、過年度分損益勘定留保資金

１１，０００千円、当年度分損益勘定留保資金２，０３８，５２４千円、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額１２２，７６４千円で補填するものとする。）。

１，０００

２９４，７６９

予 備 費

用水供給事業費用 ６２，３１８

営 業 雑 費 用

営 業 外 費 用

７，４４９

営 業 費 用 ５，４６３，４８６

９，４０２

特 別 利 益 ６

８６，５５６

１９，４４４，１１８

５３，２７２

１，２５３，７５４

７５３，９０７

２，０６５

水 道 事 業 収 益

９３，０１４

５，９６５，９３６

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費 用

４，５９２，２５５

１，２７３，２１２

５，８３０，９７５

営 業 収 益

営 業 雑 収 益

用水供給事業収益

－25－



　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（企業債）

　第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的 施設整備拡充費に充当

　　限　度　額 ２５０，０００千円

　　起債の方法 証書借入（借入時期は令和８年度中とする。ただし、工事の進捗状況

等により起債額の一部を翌年度に繰り延べて借り入れることができる。）

　　利　　　率 年　５．０％以内 （ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金

等について、利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利

率）

　　償還の方法 政府資金についてはその融資条件により、その他の資金については融

資先と協議して定める。ただし、財政状況その他の都合により、据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

（２）　交　  際　  費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

　第８条　たな卸資産の購入限度額は、４６，４１９千円と定める。

令和８年２月２７日提出

１３８

　上越市長　　小　菅　淳　一

７４５，４８０

８６９，３６５

２５０，０００

９３

資 本 的 収 入

企 業 債

６０，５９３補 助 金

４５３，０５６

繰 入 金

工 事 負 担 金

１０５，６２３

固定資産売却収入

９９４，２６７

３，０４１，６５３

２，０１５，３５９

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

用水供給資本的支出 ３２，０２７
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収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 5,965,936

1 4,592,255

1 4,592,255

1 4,592,255

2 7,449

1 592

1 592 民地内修繕収益

2 6,857

1 6,857

3 1,273,212

1 10,962

1 6,225 定期預金利息

2 3,125 他会計貸付金利息

3 1,612 有価証券利息

2 27,309

1 27,309

4 31,375

1 31,375

5 976,789

1 187,390 長期前受補助金戻入

2 667,096 長期前受工事負担金戻入

3 15,615 長期前受受贈財産評価額戻入

4 106,494 長期前受繰入金戻入

5 194 長期前受寄付金戻入

7 35,270

4 35,270

9 191,507

2 689 一般会計繰入金

5 189,362 長期前受金戻入

7 1,456 原子力立地給付金等

4 93,014

1 82,300

1 82,300

2 10,714
用 水 供 給
営 業 外 収 益

長 期 前 受
補 助 金 戻 入
長 期 前 受 工 事
負 担 金 戻 入
長期前受受贈財産
評 価 額 戻 入
長 期 前 受
繰 入 金 戻 入
長 期 前 受
寄 付 金 戻 入

繰 入 金

雑 収 益
用 水 供 給
事 業 収 益

用 水 供 給
営 業 収 益

加 入 金

受 取 利 息

受注工事収益
そ の 他 営 業
雑 収 益

雑 収 益

長期前受金戻入

長 期 前 受 金 戻 入

その他雑収益
広 域 施 設
営 業 外 収 益

年間給水量19,444,118ｍ
3
の料金収入

令 和 ８ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

款 ・ 項 目 節 説 明

水道事業収益

営 業 雑 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

給 水 収 益

預 金 利 息

営 業 外 収 益

年間用水供給量753,907ｍ
3
の料金収入

受注工事収益

新設・その他550件の加入金

貸 付 金 利 息

繰 入 金

繰 入 金

給 水 収 益

加 入 金

補償修繕収益等の収益

新設・その他1,037件の設計審査手数料等手 数 料

有価証券利息

一般会計繰入金

税込
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予定額(千円)

2 38 一般会計繰入金

5 10,597 長期前受金戻入

7 79 原子力立地給付金等

5 6

1 6

1 6 車両売却代金

支　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 5,830,975

1 5,463,486

1 847,940

1 2,798 会計年度任用職員報酬等

2 16,323 職員 4人の給料

3 8,822 職員 4人の手当

4 2,241 職員 4人の賞与引当金繰入額

5 5,339 職員 4人の法定福利費

6 441

7 20 職員健康管理費

9 4,110 浄水場関係備消品費

10 166 旅費

11 49,317 浄水場機械器具等の修繕費

14 67,074 浄水場電力料金

15 5,528 浄水場電灯料金等

17 320 浄水場用地借地料等

19 527 浄水場施設災害保険料等

20 3,631 浄水場電話料金等

21 122,088

22 55,253 水質検査手数料等

25 182 各種研修参加費等

28 14 自動車重量税

29 53,744 原水滅菌用薬品費等

34 7,637 利水涵養費等

37 10,331 原水及び浄水設備の除却費

38 432,034 原水及び浄水設備減価償却費

2 3,237,996

1 20,446 会計年度任用職員報酬

2 194,916 職員48人の給料

3 102,869 職員48人の手当

職員 4人の法定福利費引当金繰入額

浄水場施設維持管理業務等の委託料

繰 入 金

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 当

固定資産売却益

水道事業費用

営 業 費 用

原水及び浄水費

固定資産売却益

款 ・ 項 目 節

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

説 明

光 熱 燃 料 費

給 料

説 明

配水及び給水費

報 酬

手 当

賃 借 料

保 険 料

給 料

法 定 福 利 費
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

動 力 費

厚 生 福 利 費

雑 費

款 ・ 項 目 節

備 消 品 費

旅 費 交 通 費

修 繕 費

通 信 運 搬 費

固定資産除却費

減 価 償 却 費

報 酬

委 託 料

手 数 料

負担金及び補助

租 税 課 金

薬 品 費
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予定額(千円)

4 26,382 職員48人の賞与引当金繰入額

5 64,623 職員48人の法定福利費

6 5,259

7 343 職員健康管理費

9 7,552 配水及び給水工事用備消品費

10 1,382 旅費

11 205,225

14 74,001 配水用電力料金

15 7,769 車両燃料費等

17 4,042 料金システムリース料等

19 1,072 車両任意保険等

20 20,042 料金納入令書郵送料等

21 202,680 料金等徴収業務委託等

22 1,379 コピー使用料金等

23 4,454 料金等徴収業務関係等印刷物

25 564 各種研修参加費等

28 223 自動車重量税等

30 1,329 水道事業広報活動費

34 1,136 テレビ受信料

37 197,383

38 2,092,925 配水及び給水設備減価償却費

3 205,979

1 70 水源保護審議会委員報酬

2 51,248

3 26,736

4 7,169

5 15,711

6 1,421

7 292 職員健康管理費等

8 17,631 退職給付引当金繰入額

9 3,895 一般事務用備消品費

10 961 旅費

11 1,235

15 3,649 電気料金及びガス料金等

17 538

19 1,662 水道事業賠償責任保険料等

20 2,538 専用回線使用料等

21 21,489 庁舎維持管理委託料等

22 958 コピー使用料金等

職員48人の法定福利費引当金繰入額

庁舎機器リース料

管理者及び職員11人の法定福利費引当金繰入額

管理者及び職員11人の法定福利費

本支管、給水管入替等に伴う除却費

説 明

管理者及び職員11人の給料

管理者及び職員11人の賞与引当金繰入額

管理者及び職員11人の手当

報 酬

保 険 料

款 ・ 項 目

一 般 管 理 費

光 熱 燃 料 費

手 数 料

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

備 消 品 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

租 税 課 金

保 険 料

固定資産除却費

雑 費

需 要 開 発 費

備 消 品 費

法 定 福 利 費

委 託 料

手 数 料

旅 費 交 通 費

修 繕 費

動 力 費

節

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

通 信 運 搬 費

厚 生 福 利 費

減 価 償 却 費

配水及び給水管、水道ﾒｰﾀｰ等の修繕費

法 定 福 利 費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

賞 与 引 当
金 繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

庁舎営繕及び事務機器修理等

賃 借 料

通 信 運 搬 費

委 託 料

給 料

手 当

印 刷 製 本 費

負担金及び補助

旅 費 交 通 費

修 繕 費
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予定額(千円)

23 1,748 一般事務用印刷物

24 138 事業管理者交際費

25 12,721 水道事業用各種会費等

27 3 来客用お茶等

32 887 貸倒引当金繰入額

34 541 新聞購読料等

37 93 業務設備の除却費

38 32,645 業務設備減価償却費

4 70,164

1 70,164 後谷ダム等の施設管理費分担金

5 1,101,407

2 40,397 職員10人の給料の94.7％

3 18,666 職員10人の手当の94.7％

4 5,504

5 12,319

6 1,104

7 30 職員健康管理費

8 3,226 退職給付引当金繰入額

9 4,356 浄水場関係備消品費等

11 76,215 機械点検修繕等

14 89,033 浄水場・ポンプ場等電力料金

15 2,717 浄水場冷暖房用燃料等

17 645 配水施設借地料等

19 1,751 機械設備損害保険料等

20 2,695 専用回線使用料等

21 161,775

22 7,552 水質試験手数料等

25 191 各種負担金

28 30 自動車重量税等

29 49,764 原水滅菌用薬品費等

34 48 テレビ受信料

37 9,973 広域施設設備固定資産除却費

38 557,726 広域施設設備減価償却費

41 55,577

42 113 正善寺川河川流水占用料

2 9,402

1 9,402

2 3,361 職員 1人の給料

3 1,795

職員10人の法定福利費の94.7％

職員 1人の手当

職員10人の賞与引当金繰入額の94.7％

説 明

備 消 品 費

浄水場施設維持管理業務等の委託料

正善寺ダム・柿崎川ダム施設管理費分担金

共 同 施 設
管 理 分 担 費

広 域 施 設
営 業 費 用

受 注 工 事 費

負担金及び補助

租 税 課 金

手 数 料

通 信 運 搬 費

法 定 福 利 費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 当

動 力 費

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

保 険 料

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

修 繕 費

営 業 雑 費 用

減 価 償 却 費
共 同 施 設
管 理 分 担 費

委 託 料

ダ ム 使 用 料

手 当

薬 品 費

雑 費

固定資産除却費

給 料

款 ・ 項

貸 倒 引 当
金 繰 入 額

雑 費

節

共 同 施 設
管 理 分 担 費

減 価 償 却 費

固定資産除却費

目

食 糧 費

印 刷 製 本 費

負担金及び補助

交 際 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

職員10人の法定福利費引当金繰入額の94.7％

給 料
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予定額(千円)

4 453

5 1,016

6 88

7 10 職員健康管理費

9 571 設計審査等備消品費

10 26 旅費

11 376 民地内修繕使用材料等

17 443 工事受付システムリース料

21 1,263 工事受付システム保守料

3 294,769

1 128,094

1 128,094 企業債償還利息

3 124

3 124 放射性物質検査費用

4 155,868

1 155,868

5 10,683

1 10,624 企業債償還利息

3 59 放射性物質検査費用

4 62,318

1 61,718

2 2,261 職員10人の給料の5.3％

3 1,051 職員10人の手当の5.3％

4 309 職員10人の賞与引当金繰入額の5.3％

5 691 職員10人の法定福利費の5.3％

6 62

7 2 職員健康管理費

8 180 退職給付引当金繰入額

9 247 浄水場関係備消品費等

11 4,271 機械点検修繕等

14 4,972 浄水場・ポンプ場等電力料金

15 158 浄水場冷暖房用燃料等

17 39 配水施設借地料等

19 101 機械設備損害保険料等

20 158 専用回線使用料等

21 9,058

22 432 水質試験手数料等

25 33 各種負担金

用 水 供 給
事 業 費 用

用 水 供 給
営 業 費 用

企 業 債 利 息

雑 支 出

浄水場施設維持管理業務等の委託料

職員10人の法定福利費引当金繰入額の5.3％

手 当

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

広 域 施 設
営 業 外 費 用

節 説 明

支 払 利 息

営 業 外 費 用

委 託 料

職員 1人の法定福利費引当金繰入額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

修 繕 費

賃 借 料

厚 生 福 利 費

備 消 品 費

その他雑支出

給 料

備 消 品 費

職員 1人の法定福利費

職員 1人の賞与引当金繰入額

旅 費 交 通 費

支 払 利 息

雑 支 出

手 数 料

委 託 料

修 繕 費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費

厚 生 福 利 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

負担金及び補助

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

保 険 料

通 信 運 搬 費

動 力 費

法 定 福 利 費

款 ・ 項 目
賞 与 引 当
金 繰 入 額
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予定額(千円)

28 8 自動車重量税等

29 2,788 原水滅菌用薬品費等

34 3 テレビ受信料

37 560 用水供給設備固定資産除却費

38 31,215 用水供給設備減価償却費

41 3,112

42 7 正善寺川河川流水占用料

2 600

1 596 企業債償還利息

3 4 放射性物質検査費用

6 1,000

1 1,000

1 1,000

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 869,365

1 250,000

1 250,000

1 250,000 水道事業債

2 60,593

1 60,593

1 60,593 防衛施設周辺対策事業等

3 453,056

1 453,056

1 453,056 本支管工事等の負担金

4 105,623

1 105,623

1 105,623

5 93

1 93

1 93 車両売却収入

企業債元金償還金の一般会計繰入金

雑 支 出

正善寺ダム・柿崎川ダム施設管理費分担金

説 明

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

用 水 供 給
営 業 外 費 用

固定資産除却費

減 価 償 却 費
共 同 施 設
管 理 分 担 費

工 事 負 担 金

薬 品 費

支 払 利 息

款 ・ 項

ダ ム 使 用 料

雑 費

目

予 備 費

説 明

節

資 本 的 収 入

企 業 債

款 ・ 項 目 節

予 備 費

予 備 費

租 税 課 金

補 助 金

補 助 金

補 助 金

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

固定資産売却収入

固 定 資 産
売 却 収 入

繰 入 金

繰 入 金

固定資産売却収入

繰 入 金
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支　　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 3,041,653

1 2,015,359

1 90,999

3 21,336 浄水場内配管更新工事等

4 69,663 浄水場急速ろ過機改修工事等

2 1,505,413

3 21,950 減圧弁設置工事等

4 98,064 遠方監視システム更新工事等

5 3,010

6 2,631

8 2,598

9 1,253,754 本支管布設及び改良工事

10 118,637 公道分工事

17 4,769

3 11,846

6 7,542

17 4,304

4 407,101

2 28,887

3 71,315 導水管補強工事

4 306,376 浄水場送水ポンプ更新工事等

6 195

17 328

2 994,267

1 829,170

1 829,170 企業債償還元金

2 165,097

1 165,097 企業債償還元金

3 32,027

1 22,786

2 1,617

3 3,992 導水管補強工事

4 17,147 浄水場送水ポンプ更新工事等

6 11

17 19

2 9,241

1 9,241 企業債償還元金

説 明

業 務 設 備

構 築 物

工具器具備品 デジタルカラー複合機等

水道メーター 新設等550件の取付メーター

導 管 給 水 管

導 管 本 支 管

款 ・ 項 目 節

機 械 装 置

建 物

車 両 運 搬 具

浄水場照明設備更新工事

用 水 供 給
企 業 債 償 還 金

企業債償還金

広 域 施 設
企 業 債 償 還 金

ソフトウェア

工具器具備品

企業債償還金

用 水 供 給
資 本 的 支 出

用 水 供 給
建 設 改 良 費

構 築 物

広域施設設備

企業債償還金

工具器具備品

企業債償還金

ソフトウェア

ソフトウェア

建 物

企業会計システム更新

企業会計システム更新等

浄水場備品

構 築 物

軽自動車1台入替等

装置工事受付システム改修等

浄水場照明設備更新工事

ソフトウェア

企業会計システム更新

ファイルサーバ更新等

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

原水及び浄水設備

構 築 物

機 械 装 置

配水及び給水設備

工具器具備品

浄水場備品

機 械 装 置

機 械 装 置

企業債償還金

－　33　－



令和８年度上越市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は当年度純損失） 7,664

減価償却費 3,146,545

固定資産除却費 84,124

引当金の増減額(△は減少) 23,232

長期前受金戻入額 △ 1,176,748

支払利息 139,314

受取利息及び受取配当金 △ 10,962

未収金の増減額(△は増加) 262,254

貯蔵品の増減額(△は増加) 1,450

未払金の増減額(△は減少) 155,978

未払費用の増減額(△は減少) 122

小計 2,632,973

利息の支払額 △ 139,314

利息及び配当金の受取額 10,962

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,504,621

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,852,836

無形固定資産の取得による支出 △ 8,562

固定資産の売却による収入 85

国庫補助金等による収入 466,955

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,394,358

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 250,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,003,508

一般会計からの繰入金による収入 98,342

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 655,166

資金増加額(又は減少額) 455,097

資金期首残高 3,073,782

資金期末残高 3,528,879

税抜税抜
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1
(14)
83

23,983 353,189 244,776 621,948 123,532 745,480

1
(13)
84

22,681 352,249 261,011 635,941 123,240 759,181

0
(1)
△1

1,302 940 △ 16,235 △ 13,993 292 △ 13,701

時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 31,342 3,799 194 151 151,838 12,611

前　年　度 29,945 5,246 194 211 149,195 13,928

比　　　較 1,397 △ 1,447 0 △ 60 2,643 △ 1,317

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 3,810 21,037

前　年　度 2,862 39,306

比　　　較 948 △ 18,269

（千円）

6,739

6,953

△ 214

（　）内は短時間勤務職員及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の
勤務時間に比し短い会計年度任用職員（外書）を示す。

前　年　度

比　　　較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当

（千円）

13,255

13,171

84

区　　分
通勤手当

区　　分

本　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

税込
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（１）会計年度任用職員以外の職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1
(1)
83

0 353,189 237,646 590,835 118,123 708,958

1
(0)
84

0 352,249 254,376 606,625 118,136 724,761

0
(1)
△1

0 940 △ 16,730 △ 15,790 △ 13 △ 15,803

時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 31,342 3,799 194 151 144,708 12,611

前　年　度 29,945 5,246 194 211 142,560 13,928

比　　　較 1,397 △ 1,447 0 △ 60 2,148 △ 1,317

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 3,810 21,037

前　年　度 2,862 39,306

比　　　較 948 △ 18,269

（２）会計年度任用職員

法　定

報酬 給料 手当 計 福利費

(千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

23,983 0 7,130 31,113 5,409 36,522

22,681 0 6,635 29,316 5,104 34,420

1,302 0 495 1,797 305 2,102

期 末 ・
奨励手当

通勤手当 退職給付費

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 7,130 0 0

前　年　度 6,635 0 0

比　　　較 495 0 0

（　）内は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い
会計年度任用職員（外書）を示す。

手
当
の
内
訳

区　　分

時 間 外
勤務手当

（千円）

0

0

0

比　　　較
(0)
0

6,739

6,953

△ 214

（　）内は短時間勤務職員（外書）を示す。

（人）

本　年　度
(13)

0

前　年　度
(13)

0

職員数 給  与  費
合　計

区　　分 一般職

比　　　較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当

（千円）

13,255

13,171

84

区　　分
通勤手当

（千円）

区　　分

前　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

本　年　度
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２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額（千円）

353,189
344,021 改定率 2.66 ％

×100＝ 改定時期

職員数の異動状況（短時間勤務職員を含む）

前年度1月1日
時点職員数

前年度末まで
の増減

年度当初
職員数見込

本年度 82人 2人 84人

前年度 83人 1人 84人

増　減 △ 1人 1人 0人

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

342,248

令和8年1月1日現在 413,841

45.1

338,165

令和7年1月1日現在 408,308

46.6

（２）初任給

高校卒 199,418

大学卒 230,979

199,418

230,979

平 均 年 齢 （歳）

区　分 企 業 職 (円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

年間の支給割合を0.05月分引上げ

その他の減少
分

△ 21,940
職員構成の変動等による減
少分

区　　　　分 企業職

手
 
当

△ 16,730

給与改定に
伴う増加分

5,210
給料及び期末・奨励手当の
改定に伴う増加分

平均昇給率 0.81 ％

その他の減少
分

△ 8,933
職員構成の変動等による減
少分

増減事由別内訳（千円） 説　　明 備　　考

給
　
　
　
　
　
料

940

給与改定に
伴う増加分

9,168
( -1 )

　給料の改定状況（前年度）

{2.66 令和7年4月1日

昇給に伴う増
加分

705
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（３）級別職員数

企　業　職

職員数 構成比

（人） （％）

８級

７級 1   1.2  

６級 4   4.9  

５級 11   13.4  

４級 28   34.1  

３級 26   31.7  

２級 4   4.9  

１級 8   9.8  

計 82   100.0  

８級

７級 1   1.2  

６級 6   7.2  

５級 9   10.9  

４級 32   38.6  

３級 27   32.5  

２級 2   2.4  

１級 6   7.2  

計 83   100.0  

（級別の基準となる職務）

区　分 ８級 ７～６級 ５級 ４級 ３級 ２～１級

係　長

企業職 局　長 課　長 副課長 主　任 主　事

主　任

（令和8年1月1日現在）

区   分
級

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在
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（４）昇給

合　計 企業職

(Ａ)(人) 84 84

(Ｂ)(人) 70 70

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人) 1 1

号給数別内訳 4号給(人) 69 69

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 83.3 83.3

(Ａ)(人) 84 84

(Ｂ)(人) 70 70

1号給(人)

2号給(人) 1 1

3号給(人) 3 3

号給数別内訳 4号給(人) 66 66

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 83.3 83.3

（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

（６）期末手当・奨励手当

支給率計

6月(月分） 12月(月分） （月分）

2.325
（1.225）

2.325
（1.225）

4.65
（2.45）

2.300
（1.200）

2.300
（1.200）

4.60
（2.40）

2.325
（1.225）

2.325
（1.225）

4.65
（2.45）

※（　）内は再任用職員の支給率

本　年　度 有

前　年　度 有

一般会計の制度 有

備　考

区　　　　　　分 企業職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.2

支給対象職員の比率（令和8年1月1日現在） 18.3

支給 対象職員 １人当 たり平均支給月額 3,227

区　　　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

前
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　分

本
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）
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（７）定年退職及び早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（８）その他の手当

通勤手当 同　　じ

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

同　　じ
（支給率等)

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分 その他の加算措置等 備　考

支給率等
定年前早期退職特例
措置(3%～45%加算)
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債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留保資金等

千円 千円 千円 千円

料金等徴収業
務委託料

815,777 令和7年度 159,919
令和8年度から
令和11年度まで

五智配水池撤
去工事

235,356 令和7年度 70,948
令和8年度から
令和9年度まで

164,408 164,408

左の財源内訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

655,858 655,858

税込
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令 和 ８ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  （ 令 和 ９ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 18,250,400

△ 7,857,651 10,392,749

2 100,501,879

△ 49,034,836 51,467,043

3 756,336

△ 180,693 575,643

4 372,306

5 40,373,814

△ 24,782,574 15,591,240

6 2,259,569

△ 1,386,992 872,577

79,271,558

(2)

1 15,427

2 2,492

3 34,194

4 17,080

5 956

70,149

(3)

1 400,000

400,000

79,741,707

2

(1) 3,528,879

(2) 222,528

△ 3,258 219,270

(3) 75,964

(4) 3,431

(5) 10

3,827,554

83,569,261

広 域 施 設 設 備

用 水 供 給 設 備

資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

原 水 及 び 浄 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

広 域 施 設 設 備

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

流 動 資 産

未 収 金

現 金 ・ 預 金

前 払 金

配 水 及 び 給 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

税抜税抜
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負　　債　　の　　部
1
(1)

1 7,076,894

2 15,795
7,092,689

(2)
1 672,383
2 68,051
3 4,187

744,621
7,837,310

2
(1)

1 919,421

2 7,797
927,218

(2) 163,255
(3) 96,797
(4)

1 47,935
2 9,541
3 371

57,847
(5) 204,731
(6) 2,070

1,451,918
3
(1) 60,940,855

△ 34,885,297
26,055,558
35,344,786

資　　本　　の　　部
1
(1) 40,980,849

40,980,849
2
(1)

1 289,249
2 58,285

3 15,751

363,285
(2)

1 961,879
2 56,832
3 1,349,316
4 当年度未処分利益剰余金 4,107,931
5 404,383

6,880,341
7,243,626

48,224,475
83,569,261

預 り 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債

賞 与 引 当 金

未 払 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

法 定 福 利 費 引 当 金

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

用水供給利益剰余金

受 贈 財 産 評 価 額
補 助 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計

特 別 修 繕 引 当 金

企 業 債

用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金
前 受 金

未 払 費 用
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

負 債 資 本 合 計

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

用水供給資本剰余金

資 本 合 計
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令 和 ７ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位:千円）

1

(1) 4,290,876 4,290,876

2

(1) 1,465,923

(2) 3,242,392

(3) 225,875

(4) 56,557

(5) 1,102,438 6,093,185

 1,802,309

3

(1) 220

(2) 8,193 8,413

4

(1) 8,508 8,508

 1,802,404

5

(1) 11,923

(2) 420,090

(3) 29,920

(4) 992,432

(5) 21,476

(6) 193,717 1,669,558

6

(1) 136,834

(2) 34,992

(3) 14,350 186,176

7

(1) 74,819

(2) 10,839 85,658

8

(1) 62,019

(2) 804 62,823 1,506,217

 296,187

9

(1) 139 139

10

(1) 1,000 1,000 △ 1,139

 297,326

4,446,000

4,148,674

用水供給営業費用

用水供給営業収益

用水供給営業外収益

用水供給営業外費用

（ 経 常 損 失 ）

固 定 資 産 売 却 損

用水供給事業収益

用水供給事業費用

一 般 管 理 費

受 注 工 事 収 益

営 業 外 収 益

共同施設管理分担費

雑 収 益

広域施設営業外費用

営 業 外 費 用

営 業 雑 収 益

広域施設営業費用

（ 営 業 損 失 ）

支 払 利 息

雑 支 出

繰 入 金

加 入 金

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

予 備 費

予 備 費

特 別 損 失

受 取 利 息

広域施設営業外収益

その他営業雑収益

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

（ 営 業 総 損 失 ）

長 期 前 受 金 戻 入

（ 当 年 度 純 損 失 ）

（その他未処分利益剰余金変動額）

（当年度未処分利益剰余金）

税抜
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令 和 ７ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  （ 令 和 ８ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 18,192,071

△ 7,439,683 10,752,388

2 99,703,306

△ 47,156,366 52,546,940

3 751,334

△ 151,218 600,116

4 69,955

5 40,135,533

△ 24,352,440 15,783,093

6 2,246,233

△ 1,362,917 883,316

80,635,808

(2)

1 16,530

2 2,492

3 34,593

4 20,493

5 1,147

75,255

(3)

1 400,000

400,000

81,111,063

2

(1) 3,073,782

(2) 484,782

△ 2,371 482,411

(3) 77,414

(4) 3,431

(5) 10

3,637,048

84,748,111

前 払 費 用

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

広 域 施 設 設 備

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

広 域 施 設 設 備

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

原 水 及 び 浄 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

配 水 及 び 給 水 設 備

税抜
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負　　債　　の　　部
1
(1)

1 7,746,345

2 23,594
7,769,939

(2)
1 651,526
2 68,051
3 4,007

723,584
8,493,523

2
(1)

1 994,237

2 9,239
1,003,476

(2) 7,277
(3) 96,797
(4)

1 3,103
2 44,252
3 8,845
4 339

56,539
(5) 204,731
(6) 1,948

1,370,768
3
(1) 60,550,742

△ 33,883,733
26,667,009
36,531,300

資　　本　　の　　部
1
(1) 40,980,849

40,980,849
2
(1)

1 289,249
2 58,285

3 15,751

363,285
(2)

1 961,879
2 56,832
3 1,349,316
4 当年度未処分利益剰余金 4,125,839
5 378,811

6,872,677
7,235,962

48,216,811
84,748,111負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

用水供給利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

補 助 金

用水供給資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計
預 り 金
未 払 費 用

流 動 負 債 合 計

前 受 金
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

用 水 供 給 引 当 金

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計
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注  記  表 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券    償却原価法 

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品    移動平均法による原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。（※車両運搬具については定率法による。） 

・主な耐用年数 

建物          １５～５０年 

構築物                １０～６０年 

機械装置         ６～４０年 

車両運搬具          ４～５年 ※ 

工具器具備品       ４～１５年 

水道メーター          ８年 

導管本支管          ４０年 

導管給水管          ４０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

施設利用権       ３０～５５年 

ソフトウェア                    ５年 

 

４ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当す

る金額を計上している（なお、一般会計が負担すると見込まれる金額２３１，２７７千

円を除く。）。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び奨励手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び奨励手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
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（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、全てを一般債権とし、過去３か年の貸倒実

績率の平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

  

 ５ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内           

に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 

９５２，２６３千円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

 （１）退職給付引当金の取崩し 

令和８年度において、退職手当として３，１０３千円を支給することが見込まれるた

め、退職給付引当金３，１０３千円を取り崩す予定。 

（２）賞与引当金の取崩し 

令和８年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当として 

４４，５３４千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金４４，５３４千円を取

り崩す予定。 

（３）法定福利費引当金の取崩し 

令和８年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当に対する法定福利

費として８，９０２千円を支出することが見込まれるため、法定福利費引当金     

８，９０２千円を取り崩す予定。 

 

Ⅳ セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業では、水道事業及び水道用水供給事業を運営しており、各事業で運営方針を決

定していることから、水道事業及び水道用水供給事業の２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

水道事業 水道水を供給する業務 

水道用水供給事業 妙高市に対し水道用水を供給する業務 
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２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）           税抜 

（単位：千円）

水道事業 水道用水供給事業 合 計

営業収益 4,174,778 74,819 4,249,597

営業費用 5,321,332 59,360 5,380,692

営業損益 △ 1,146,554 15,459 △ 1,131,095

経常損益 △ 16,913 25,572 8,659

セグメント資産 82,164,491 1,404,770 83,569,261

セグメント負債 35,014,558 330,228 35,344,786

その他の項目

　他会計繰入金 27,998 38 28,036

　減価償却費 3,115,330 31,215 3,146,545

　受取利息 10,962 0 10,962

　支払利息 138,718 596 139,314

　特別利益 5 0 5

　有形固定資産及び無形固定資産 1,840,685 20,713 1,861,398

　の増加額  

 

Ⅴ 減損損失 

 １ グルーピングの方法 

水道事業会計において使用している固定資産については、事業ごとに水道水の製造から

販売まで全ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、水道事

業全体を資産グループとしている。 

   

Ⅵ リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引はない。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借   

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

  

Ⅶ その他の注記 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－　50　－


